
R8.4.1改定

1.　事業者および事業所について

(1) 概要

事業者名 総合福祉サービス株式会社

代表者 代表取締役　松浦裕子

事業所名

所在地

電話番号

FAX番号

事業所番号

通常のサービス提供地域 香川県全域(島しょ部を除く)

(2) 事業の目的および運営の方針

目的

運営方針 <共通>

<福祉用具貸与・特定福祉用具販売>

<介護予防福祉用具貸与・特定介護予防福祉用具販売>

介護予防においては生活機能の維持、改善、向上を図ります。

(3) 営業日・営業時間・休業日

営業日・営業時間 月曜日～土曜日・午前9時00分～午後6時00分

休業日 日曜日・祝祭日・12月30日～1月3日

(指定福祉用具貸与・指定介護予防福祉用具貸与)

(指定特定福祉用具販売・指定特定介護予防福祉用具販売)

3770109084

ご利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことができるよう、心身の状態やご希望、生活環境に応じ適切

な福祉用具選定の援助、取り付け、調整等を行います。

要介護状態においてはその機能訓練に資するとともに、ご利用者を介護する

方の負担軽減を図ります。

指定福祉用具貸与および指定介護予防福祉用具貸与(以下「特定福祉用具貸

与等」という。)ならびに指定特定福祉用具販売および指定特定介護予防福

祉用具販売(以下「福祉用具販売等」という。)の適正な運営を確保するため

に人員および管理運営に関する事項を定め、専門相談員が、要介護状態また

は要支援状態の方に対し適正なサービスを提供することを目的とします。

福祉プラザ高松　重要事項説明書

福祉プラザ高松

香川県高松市国分寺町新居1500-1

087-802-2866

087-802-2867
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R8.4.1改定

(4) 事業所の職員体制

職名 員数 職務内容

管理者(常勤) 1名 従業者および業務管理を一元的に行う

専門相談員(常勤) 2名以上 福祉用具選定の援助、取り付け、調整等を行う

事務職員(常勤) 1名以上 必要な事務を行う

2.　福祉用具貸与等のサービス内容について

(1) 取り扱い種目

(2) サービス内容および費用

①　福祉用具貸与等計画の作成

②　一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制

(a)

(b)

(c) 利用開始後6ヶ月以内にモニタリングを実施し貸与継続の必要性について検討を行います。

③　福祉用具貸与計画の実施状況の把握

④　利用料金

(a)

ご利用者が特定福祉用具販売等を選択した場合、特定福祉用具販売等計画の作成後、目標

の達成状況を確認します。またご利用者からの要請等に応じて、販売した福祉用具の使用

状況を確認し、必要な場合は、使用方法の指導、メンテナンス等を行います。なおその費

用については、「4.　その他の費用」をご参照ください。

福祉用具貸与等または特定福祉用具販売等のいずれかをご利用者が選択できることについ

て、メリットおよびデメリットを十分に説明を行い、ご利用者の選択に当たって必要な情

報を提供します。またご利用者の身体状況や生活環境の変化の観点から、医師や専門職の

意見等を踏まえ提案を行います。

ご利用者の心身の状態やご希望、生活環境に応じ、居宅サービス計画の内容に沿ったサー

ビスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した福祉用具貸

与等計画書を作成し、内容を説明して同意のうえ交付します。

福祉用具貸与等計画の作成後、モニタリングを実施し、必要に応じて当該福祉用具貸与等

計画の変更を行います。なお、モニタリング結果は担当の居宅介護支援事業者に報告いた

します。

サービスを利用した際にお支払いいただく利用者負担金は、介護保険適用時は1割か2割か

3割の額となります。ただし、介護保険の給付の範囲を超えたサービス料金は全額自己負

担となります。

選択制の対象福祉用具の提供にあたっては、以下に基づいてサービス提供を行います。

車いす、車いす付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体位変換器、手す

り、スロープ、歩行器、歩行補助つえ、認知症老人徘徊感知機器、移動用リフト(吊り具

の部分を除く)、自動排泄処理装置
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(b) サービスの利用開始月および終了月ごとにおける利用料の取り扱いは次のとおりです。

利用開始日が開始月の15日以前の場合

利用開始日が開始月の16日以降の場合

利用終了日が終了月(解約・入院・入所等)の15日以前の場合

利用終了日が終了月(解約・入院・入所等)の16日以降の場合

利用開始月と終了日が同月の場合

(c)

(d)

3.　特定福祉用具販売等のサービス内容について

(1) 取り扱い種目

(2) サービス内容および費用

①　特定福祉用具販売等計画の作成

②　一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制

利用開始後6ヶ月以内にモニタリングを実施し貸与継続の必要性について検討を行います。

③　特定福祉用具販売等計画の実施状況の把握

④　購入費用

(a)

月額の半額

月額の半額

1ヶ月分全額

1ヶ月分全額

「2.福祉用具貸与等のサービス内容について」の「(2)サービス内容および費用②(a)(b)」

をご参照ください。

利用開始または終了の時期 利用料

1ヶ月分全額

入院、入所等でレンタル商品を使用していなくても利用料金は発生します。不要の場合は

一度引き取りをしますのでご連絡ください。

ご利用者の日常生活や心身の状況およびご希望を踏まえ、サービスの目標、当該目標を達

成するための内容等を記載した福祉用具販売等計画を作成します。なお、既に居宅サービ

ス計画が作成されている場合はその内容に沿って当該計画を作成します。福祉用具販売等

計画の作成にあたっては、その内容をご利用者に説明し、同意のうえ交付します。

腰掛便座、自動排泄処理装置の交換可能部分、入浴補助用具、簡易浴槽、移動用リフトの

吊り具の部分、固定用スロープ、歩行器(歩行車を除く)、単点杖(松葉づえを除く)および

多点杖、排泄予測支援機器

福祉用具販売等計画の作成後6ヶ月以内にモニタリングを行い、目標達成状況を確認いた

します。なお、モニタリング結果は担当の居宅介護支援事業者に報告いたします。

特定福祉用具を購入した場合のお支払いは、原則、償還払いです。ご利用者にて一旦全額

お支払いいただき、その後1割負担の方は9割、2割負担の方は８割、3割負担の方は7割相

当額を市町に請求します。(一部、市町により支払い方法が異なりますのでご確認くださ

い。)

医療施設や福祉施設等に入院、入所された場合、福祉用具が介護保険適用外になります。

その場合は必ず担当ケアマネジャーに連絡するようにお願いします。連絡がないまま使用

されていた場合は全額自己負担になります。
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(b)

4.　その他の費用

・ 交通費　　　　通常の事業の実施地域を超えた場合・・・実費(フェリー代等)

・ 搬出入費用　　特別な搬出入による場合・・・実費(クレーン車使用等)

・ サービス提供に係る記録物の複写・・・A4サイズ1枚あたり10円

・

修理費

メーカー等へ修理依頼をする場合の送料

メーカーから部品を取り寄せる場合の送料

5.　支払い方法

・

・

・ 口座振替に係る手数料は事業所負担です。

6.　サービス利用にあたっての注意事項

・

介護保険を適用して購入できる上限額は、毎年4月1日から翌年3月31日までの1年度につ

き10万円です。10万円を超えた場合、超過分は全額自己負担となります。また、同一年

度内に介護保険を適用して同一商品を再度購入する場合は、原則として支給を受けること

ができませんのでご注意ください。

一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制のうち、選択制の対象福祉用具を購入した場合

のメーカー保証期間以降の以下費用

以下の事由に該当する場合は、別途その費用をご負担いただきます。またその費用の支払

いを受ける場合には、ご利用者またはご家族に対して事前に内容を説明をしたうえで、支

払いの同意を得るものとします。

サービス利用料金(個人負担額)が1,000円以上の場合は3ヶ月に1回、1,000円未満の場合は

3ヶ月以上に1回まとめてのお支払いになります。

お支払方法は原則、口座振替です。振替日は口座振替月の毎月23日です（金融機関が休業

日の場合は翌営業日となります）。なお、口座振替のお手続きには、完了まで1～2か月程

度かかる場合がございますので、あらかじめご了承ください。なお、口座振替以外のお支

払い方法を希望される場合は別途ご相談ください。

実費

実費

実費

内容 金額

ご利用者は、事業所が正当な理由なくサービスを提供しない場合や守秘義務に反した場

合、またご利用者やご家族に対して社会通念を逸脱するような行為を行った場合は即座に

サービスを終了することができます。
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・

・

・

7.　記録・保管

・

・

8.　身分証携行義務

9.　衛生管理等について

・ 従業者の健康管理および設備の衛生管理を適切に行います。

・

10.　感染症対策について

当事業所は、感染症(食中毒を含む)の発生・まん延防止のため以下について実施します。

・ 委員会の定期的な開催およびその結果について従業者への周知徹底

・ 指針の整備

・ 研修の実施

11.　事故発生時の対応について

・

福祉用具貸与等の契約終了後は、引き取り日を相談の上決定し、速やかに該当商品の引き

取りをいたします。決定した引き取り日を故意に延長したり、連絡がとれない等の理由で

引き取りができない時は、損害賠償の対象となる場合があります。

ご利用者が利用者負担金の支払いを3ヶ月分以上滞納し、料金を支払うよう催告したにも

関わらず最終通告日より1ヶ月以内にお支払いがない場合には、文書で通告することによ

り即座にサービスを終了させていただく場合があります。

ご利用者は、文書の交付その他適切な方法により、サービス提供に関する事項について開

示を請求することができます。

災害その他、事業者の責めに帰すことのできない事由によりサービスの提供が困難となっ

た場合には、ご利用者様へのサービスを終了させていただくことがあります。

サービスを提供する従業者は常に身分証を携行し、ご利用者またはご家族から提示を求め

られた時はいつでも提示します。

ご利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに市町、ご家

サービス提供に関する内容は適切に記録します。またご利用者に関する諸記録は、サービ

ス終了後5年間保管します。

福祉用具の保管や消毒は、他の事業者へ委託する場合があります。また、当該委託先事業

者における業務の実施状況は、定期的に確認しその結果等を記録します。
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・

・ 当事業所は下記の損害賠償保険に加入しています。

保険会社名 東京海上日動火災保険株式会社

加入保険名 介護サービス事業者賠償責任保険

12.　非常災害対策について

13.　業務継続に向けた取り組みについて

・ 業務継続に向けた計画等の策定

・ 研修の実施

・ 業務継続に向けた計画等の定期的な見直し

14.　虐待防止について

・ 委員会の定期的な開催およびその結果について従業者への周知徹底

・ 指針の整備

・ 研修の実施

15.　相談窓口・苦情対応について

(1) サービス提供に関する苦情や相談は、下記窓口でお受けいたします。

苦情受付担当者

苦情解決責任者 総合福祉サービス株式会社 営業部部長　河端信作

電話番号 087-802-2866

対応時間 午前9時～午後6時

サービスの提供に伴って、事業所の責めに帰すべき事由により賠償すべき事故が発生した

場合には速やかに損害賠償を行います。

当事業所はご利用者の人権擁護、虐待の発生やその再発を防止するため以下の措置を講じ

ます。また以下の措置を適切に実施するための担当者を設置します。

当事業所は非常災害に関する計画を整備するとともに、非常災害時のご利用者の安全確保

を図るために、他の社会福祉施設や各関係機関、地域住民との連携協力体制を整備するよ

う努めます。

福祉プラザ高松管理者

当事業所は感染症や非常災害の発生時に、必要なサービスが継続的に提供できるよう体制

を構築するとともに、以下について実施します。

族、居宅介護支援事業所等へ連絡を行うとともに必要な措置を行います。また事故の原因

を究明し再発防止の対策を講じます。
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(2) サービス提供に関する苦情や相談は、下記機関にも申し立てることができます。

香川県国民健康保険団体連合会 電話番号 ０８７－８２２－７４５３

受付時間 午前9時～午後5時

高松市介護保険課 電話番号 ０８７－８３９－２３２６

受付時間 午前9時～午後5時

(3) 苦情解決方法

(a)

(b)

(c) 苦情等の内容について記録を保管し再発防止に努めます。

(d) 改善後の状況について適宜確認を行います。

16.　介護保険適用外(自費)福祉用具レンタルについて

17.　秘密の保持・個人情報の取り扱いについて

・

・

・ 秘密を保持する義務はサービス提供契約が終了した後においても継続します。

・

・

苦情受付担当者は苦情を受け付けた場合、速やかに苦情解決責任者に報告します。苦情解

決責任者は苦情申出人に対して受け付けした旨を報告します。

当事業所はご利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等にお

いて、ご利用者の個人情報を用いません。またご利用者のご家族の個人情報についても同

様とします。「※個人情報保護法に基づく個人情報の取り扱いについて」参照

苦情解決責任者は苦情申出人と誠意をもって話し合い。早急に具体的な対応策を示し苦情

解決に努めます。

当事業者は従業者に、従業者でなくなった後においてもその秘密を保持するべき旨を従業

者との雇用契約の内容とします。

当事業所は、ご利用者またはご家族の個人情報について、「個人情報の保護に関する法

律」および厚生労働省が策定した「医療・介護関係者における個人情報の適切な取り組み

のためのガイダンス」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。

事業所および従業者は、サービスを提供するうえで知り得たご利用者およびご家族の秘密

を正当な理由なく第三者に漏らしません。

介護保険適用外(自費)の福祉用具レンタルに関することは、別添「介護保険適用外(自費)

レンタルについて」に定めるとおりです。
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・

・

「個人情報保護法に基づく個人情報の取り扱いについて」

<1.　使用する目的>

① 適切なサービスを円滑に行うためや事業所内外で連携等の情報共有のために使用する場合

② サービス提供にかかる請求事務等の事務手続きや管理運営のための場合

③ 法令上義務付けられている、関係機関からの依頼があった場合

④ 損害賠償責任等にかかる公的機関への情報提供が必要な場合

<2.　使用にあたっての条件>

①

② 個人情報を使用した会議、相手方、内容等について記録します。

<3.　使用にあたっての条件>

② その他個人情報に関すること

　　　年　　　　月　　　　日

総合福祉サービス株式会社

福祉プラザ高松

代表取締役　松浦裕子

氏名

(代理人)※必要時

※電子サインの場合は、書類同意確認書に記載

私は、貴事業所より重要事項および個人情報保護法に基づく個人情報の取り扱いについての

説明を受けました。それらの内容について同意いたします。

当事業所では、ご利用者の個人情報の利用目的や利用条件等を下記のように定めています。

下記以外の目的に利用する場合は、事前にお知らせし、了承を得たうえで使用いたします。

個人情報の提供は、「1.　使用する目的」に記載する範囲内で、必要最小限にとどめ、情報

提供の際には関係者以外には決して漏れることのないよう細心の注意を払います。

氏名、住所、健康状態、病歴、家庭状況等、その他事業所がサービスを提供するために必要

な最小限のご利用者やご家族の方に関する情報

当事業所が管理する情報については、ご利用者の求めに応じてその内容を開示することと

し、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、遅滞なく調査を行い、

利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとします。(開示に際してコピー代が必

要な場合はご利用者負担となります。)

当事業所は、ご利用者やご家族に関する個人情報が含まれる記録物(電磁的記録を含む)につ

いては、善良な管理者の注意をもって管理します。また処分の際にも第三者への漏洩を防止

します。

ご利用者へのサービス提供開始にあたり、上記のとおり重要事項と個人情報に基づく個人情

報の取り扱いについて説明しました。
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介護保険適用外(自費)福祉用具レンタルについて、以下のとおり定めます。

1.　サービス内容

事業所はご利用者の心身の状態、生活環境およびご希望を踏まえ次のサービスを提供します。

・ 福祉用具の選定に関する相談および助言

・ 福祉用具の納品、設置および調整

・ 使用方法および安全上の注意事項の説明

・ 必要に応じた設置替え、調整

・ 契約終了時の福祉用具の引き取り

2.　取り扱い商品

重要事項説明書本文2(2)「取り扱い種目」の商品

3.　利用料金

・ 介護保険給付対象外のため、原則、全額ご利用者の自己負担です。

・ 利用料金は、別紙「レンタル契約書」に定める金額とします。

4.　追加費用

次の場合には、別途費用をご負担いただくことがあります。

・ 重要事項説明書本文「4.その他の費用」の交通費、搬出入費用、記録物の複写費用

・

なお、通常使用による経年劣化については、ご利用者の負担はありません。

5.　支払い方法

　 重要事項説明書本文「5.支払い方法」を準用します。

6.　サービス利用にあたっての注意事項

重要事項説明書本文「6.サービス利用にあたっての注意事項」を準用します。

故意または重大な過失による破損・汚損・紛失があった場合の修理費や交換費。また

メーカーへ修理依頼をする場合や部品取り寄せにかかる送料。

介護保険適用外(自費)福祉用具レンタルについて
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7.　自費レンタルから介護保険レンタルへの切り替え

・

事業所はご利用者の心身の状態、生活環境およびご希望を踏まえ次のサービスを提供します。

・

・

8.　記録・保管

重要事項説明書本文「7.記録・保管」を準用します。

9.　損害賠償保険について

当事業所は下記の損害賠償保険に加入しています。

保険会社名 東京海上日動火災保険株式会社

加入保険名 介護サービス事業者賠償責任保険

10.　相談窓口・苦情対応について

重要事項説明書本文「15.相談窓口・苦情対応について」を準用します。

11.　秘密の保持・個人情報の取り扱いについて

重要事項説明書本文「17.秘密の保持・個人情報の取り扱いについて」を準用します。

ご利用者が要介護認定または要支援認定を受けた場合には、介護保険による福祉用具貸与

または介護予防福祉用具貸与の利用が可能となります。自費レンタルは、原則として介護

保険を利用していない方を対象としたサービスであるため、介護保険の適用が可能となっ

た場合には、担当ケアマネジャー等と協議のうえ、介護保険による福祉用具貸与への切替

えをお願いしております。

車いすおよび特殊寝台等は、要介護度により介護保険の適用可否が異なります。認定結果

が確認でき次第、速やかに当事業所までご連絡ください。

介護保険の適用は切替日以降となり、それ以前に自費レンタルとして利用した期間につい

ては、介護保険給付への変更または遡及適用はできません。
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